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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

　平成24年9月27日付をもって提出した有価証券届出書（以下「原届出書」といいます。）の「第一部　証券情報」、

「第二部　ファンド情報」および「第三部　委託会社等の情報」における「運用の基本方針」等に訂正事項があり

ますのでこれを訂正するため、本訂正届出書を提出するものです。

 

２【訂正の内容】

第一部【証券情報】

原届出書の　第一部　証券情報　を以下の内容に訂正します。

※下線部_________は訂正部分を示します。

＜訂正前＞

(7) 申込期間

平成24年9月28日から平成25年9月26日まで

＊なお、申込期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。

 

なお、委託者は、次の各号の期日または期間(以下「申込不可日」という場合があります。)における

受益権の取得申込みについては、原則として、当該取得申込みの受付けを停止します。

1．取得申込日当日または翌営業日が、別に定める海外の休日
※
と同日付となる場合の当該申込

日

※次の条件のいずれかに該当する日をいいます。（以下同じ。）

・上海証券取引所の休日

・北京、上海、ロンドンまたはニューヨークのいずれかの休日（銀行の通常の営業日以外の

日）

2．取得申込日当日が、「日本の営業日でない日かつ、別に定める海外の休日でない日」の前営

業日となる場合の当該申込日

3．信託財産が組み入れた投資方針に規定する指数連動有価証券または株価連動有価証券の償

還や、信託財産が組み入れる当該指数連動有価証券または株価連動有価証券の発行等によ

る、信託財産における入れ替え等に要する期間として委託者が別に定めるもの

4．ファンドの計算期間終了日(毎年7月8日)の前々営業日および前営業日

5．上記１～４のほか、委託者が、運用の基本方針に沿った運用に支障をきたすおそれのあるや

むを得ない事情が生じたものと認めたとき

ただし、委託者は、上記の申込不可日であっても、信託財産の状況、資金動向、市況動向等を鑑み、信

託財産に及ぼす影響が軽微である等と判断される申込不可日（上記第5号に掲げるものを除く。）に

おける受益権の取得申込みについては、当該取得申込みの受付けを行なうことができます。

 

 

＜訂正後＞

(7) 申込期間

平成24年9月28日から平成25年9月26日まで

＊なお、申込期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。

 

なお、委託者は、次の各号の期日または期間(以下「申込不可日」という場合があります。)における
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受益権の取得申込みについては、原則として、当該取得申込みの受付けを停止します。

1．取得申込日当日から起算して、土曜日および日曜日を除く6暦日後の日までの期間に、別に定

める海外の休日
※
がある場合または日本の営業日でない日がある場合の当該申込日

※次の条件のいずれかに該当する日をいいます。（以下同じ。）

・上海証券取引所またはシンガポール証券取引所の休日

・北京、上海、ロンドン、ニューヨークまたはルクセンブルクのいずれかの休日（銀行の通常

の営業日以外の日）

2.信託財産が組み入れた投資信託証券が組み入れる指数連動有価証券または株価連動有価証券

の償還や、信託財産が組み入れた投資信託証券が組み入れる指数連動有価証券または株価連

動有価証券の発行等による、信託財産における入替え等に要する期間として委託会社が別に

定めるもの

3.ファンドの計算期間終了日の前々営業日および前営業日

4.対象株価指数の計算方法の変更や対象株価指数において採用銘柄の変更または資本異動等対

象株価指数における個別銘柄の時価総額構成比率の修正が行なわれた場合等の際に信託財産

が組み入れた投資信託証券において構成の調整が必要なときや、規制等により指定投資信託

証券の売買、設定解約ができない期間として委託会社が別に定めるもの

5.上記1～4のほか、委託会社が、運用の基本方針に沿った運用に支障をきたすおそれのあるやむ

を得ない事情が生じたものと認めたとき

ただし、委託者は、上記の申込不可日であっても、信託財産の状況、資金動向、市況動向等を鑑み、信

託財産に及ぼす影響が軽微である等と判断される申込不可日（上記第5号に掲げるものを除く。）に

おける受益権の取得申込みについては、当該取得申込みの受付けを行なうことができます。

 

＜訂正前＞

(12) その他

①申込みの方法

受益権の取得申込に際しては、販売会社所定の方法でお申込みください。

②取得申込みの受付けの中止、既に受付けた取得申込みの受付けの取り消し

金融商品取引所（金融商品取引法第2条第16条に規定する金融商品取引所をいいます。以下同

じ。）等における取引の停止、または取得申込みに伴う約款に規定する指数連動有価証券または株

価連動有価証券への投資ができない場合、その他やむを得ない事情等があるときは、取得申込みの

受付けを中止すること、および既に受付けた取得申込みの受付けを取り消す場合があります。

③クローズド期間

信託期間中の一部解約はできません。

一定口数の受益権を有する受益者は、その有する受益権と当該受益権の信託財産に対する持分に

相当する有価証券と交換することができます。詳しくは「第二部 ファンド情報　第2 管理及び運営

　2 換金(解約)手続等　(b)受益権と信託財産に属する有価証券との交換」をご参照ください。

④振替受益権について

ファンドの受益権は、投資信託振替制度（「振替制度」と称する場合があります。）に移行した

ため、社振法の規定の適用を受け、上記「(11)振替機関に関する事項」に記載の振替機関の振替業

にかかる業務規程等の規則にしたがって取り扱われるものとします。

ファンドの分配金、償還金、交換有価証券等は、社振法および上記「(11)振替機関に関する事項」

に記載の振替機関の業務規程その他の規則にしたがって交付されます。
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（参考）

◆投資信託振替制度とは、

ファンドの受益権の発生、消滅、移転をコンピュータシステムにて管理します。

・ファンドの設定、交換、償還等がコンピュータシステム上の帳簿（「振替口座簿」といいま

す。）への記載・記録によって行なわれますので、受益証券は発行されません。

 

＜訂正後＞

(12) その他

①申込みの方法

受益権の取得申込に際しては、販売会社所定の方法でお申込みください。

②取得申込みの受付けの中止、既に受付けた取得申込みの受付けの取り消し

金融商品取引所（金融商品取引法第2条第16項に規定する金融商品取引所および金融商品取引法

第2条第8項第3号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。以下第46条第2項および第52条第1項

を除き同じ。なお、金融商品取引所を単に「取引所」という場合があり、取引所のうち、有価証券の

売買または金融商品取引法第28条第8項第3号もしくは同項第5号の取引を行なう市場ないしは当該

市場を開設するものを「証券取引所」という場合があります。）等における取引の停止（個別銘柄

の売買停止等を含みます。）、または取得申込みに伴う指数連動有価証券または株価連動有価証券

への投資ができない場合、その他やむを得ない事情があるときは、取得申込みの受付けを停止する

こと、およびすでに受付けた取得申込みの受付けを取り消す場合があります。

③振替受益権について

　ファンドの受益権は、社振法の規定の適用を受け、上記「(11)振替機関に関する事項」に記載の

振替機関の振替業にかかる業務規程等の規則にしたがって取り扱われるものとします。

　ファンドの分配金、償還金、換金代金は、社振法および上記「(11)振替機関に関する事項」に記

載の振替機関の業務規程その他の規則にしたがって支払われます。

(参考)

◆投資信託振替制度(「振替制度」と称する場合があります。)とは、

　ファンドの受益権の発生、消滅、移転をコンピュータシステムにて管理します。

・ファンドの設定、解約、償還等がコンピュータシステム上の帳簿(「振替口座簿」といい

ます。)への記載・記録によって行なわれますので、受益証券は発行されません。

 

 

 

第二部【ファンド情報】

第1【ファンドの状況】

1　ファンドの性格

 (1) ファンドの目的及び基本的性格

　原届出書の「第二部　ファンド情報　第1　ファンドの状況　1　ファンドの性格　(1) ファンドの目的及び基本的性

格」につきましては、以下の内容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

ファンドは、人民元ベースである上証５０指数
※
を対象株価指数（「対象株価指数」といいま

す。）とし、円換算した対象株価指数に連動する投資成果を目指します。
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※上証５０指数

上証５０指数とは、上海証券取引所（中国語名称「上海証券交易所」）に上場するＡ
株から科学的かつ客観的な方法で選択された、規模および流動性の高い代表的な５０
銘柄で構成されています。指数の計算方法は、浮動株比率を調整した時価総額加重平
均方式です。2003年12月31日を基準日とし、その日の指数値を1000として算出されて
います。

 

人民元ベースである対象株価指数の日本円換算は、下記の第１号の人民元・米ドル為
替レートおよび下記の第２号の米ドル・日本円為替レートを用いて算出します。

1．「人民元・米ドル為替レート」は、原則として、対象株価指数と同日付の、中国人民銀行

の発表する仲値の為替レートを用います。ただし、当該レートが発表されない場合、委

託者が同等ないしは適切と判断する為替レートを用いることができます。

2．「米ドル・日本円為替レート」は、原則として、対象株価指数と同日付の、日本銀行が17

時（午後５時）時点のスポット・レートとして公表する為替レートの仲値を用いま

す。ただし、当該レートが発表されない場合、委託者が同等ないしは適切と判断する為

替レートを用いることができます。

 

●投資者は、ファンドを金融商品取引所において時価により株式と同様に売買することができま

す。

 

■信託金の限度額■

ファンドの信託金限度額は、550億円です。ただし、受託者と合意のうえ、当該信託金限度額を変更

することができます。

 

ファンドは契約型の追加型株式投資信託ですが、以下の点で通常の投資信託とは異なる商品設計

となっております。

①　受益権を上場します。

いつでも下記の金融商品取引所で売買することができます。

大阪証券取引所

売買単位は1口以上1口単位です。

手数料は取り扱いの第一種金融商品取引業者が独自に定める金額とします。

取引方法は原則として株式と同様です。詳しくは取り扱いの第一種金融商品取引業者

へお問い合わせください。

②　追加設定は一定口数以上の申込みでないと行なうことはできません。

対象株価指数に連動する投資成果という目的の支障とならないようにするために、追加

設定をポートフォリオを組成するために必要な金額以上の場合に限定するものです。

③一定口数以上の受益権を有する投資家は、信託契約の一部解約の実行を請求することがで

きます。

　基準価額と取引所での時価との間に乖離が生じたときに、合理的な裁定が入り、そうした乖

離が収斂することにより、取引所での円滑な価格形成が行なわれることを期待するもので
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す。

④　収益分配金の支払いは、名義登録によって受益者を確定する方法で行なわれます。

 

 

＜商品分類＞

一般社団法人投資信託協会が定める「商品分類に関する指針」に基づくファンドの商品分類は以下の

通りです。

なお、ファンドに該当する商品分類及び属性区分は下記の表中に網掛け表示しております。

 

（上海株式指数・上証５０連動型上場投資信託）

《商品分類表》

単位型・追加型 投資対象地域
投資対象資産
（収益の源泉）

独立区分 補足分類

 
 
 

単位型
 
 
 

追加型
 

 
 

国　　内
 
 

海　　外
 
 

内　　外

 
株　　式
 

債　　券
 

不動産投信
 

その他資産
（　　）
 

資産複合
 

 
 

ＭＭＦ
 
 

ＭＲＦ
 
 

ＥＴＦ
 
 

 
 
 

インデックス型
 
 
 

特 殊 型

 

《属性区分表》

投資対象資産 決算頻度 投資対象地域 投資形態 為替ヘッジ 対象インデックス
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株式
　一般
　大型株
　中小型株
 
債券
　一般
　公債
　社債
　その他債券
　クレジット属
性
　（　　）
 
不動産投信
 
その他資産
（投資信託証券
(資産複合
（株式、債券)資
産配分変更型)
）
 
資産複合
（　　）
　資産配分固定
型
　資産配分変更
型

年1回
 
年2回
 
年4回
 
年6回
（隔月）
 

年12回
（毎月）
 
日々
 

その他
（　　）

グローバル
 
 
日本
 
北米
 
欧州
 

アジア
 

オセアニア
 

中南米
 

アフリカ
 

中近東
（中東）
 

エマージング

 
 
 
 
 

ファミリーファ
ンド
 
 
 
 
 
 
 

ファンド・オブ
・ファンズ

 
 
 
 
 
あり
（　　）
 
 
 
 
 
 
なし

 
 
 
 

日経225
 
 
 
 

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ
 
 
 
 

その他
（上証５０指数）

 

当ファンドは、ファンド・オブ・ファンズです。このため、組入れている資産を示す属性区分上の投資対

象資産（その他資産（投資信託証券））と収益の源泉となる資産を示す商品分類上の投資対象資産

（株式）とが異なります。

 

※属性区分に記載している「為替ヘッジ」は、対円での為替リスクに対するヘッジの有無を記載しておりま

す。

 

上記、商品分類及び属性区分の定義については、下記をご覧ください。

なお、下記一般社団法人投資信託協会のホームページでもご覧頂けます。

《一般社団法人投資信託協会インターネットホームページアドレス》　　http://www.toushin.or.jp/

 

◆一般社団法人投資信託協会が定める「商品分類に関する指針」に基づくファンドの商品分類及び属

性区分は以下の通りです。（平成22年7月1日現在）

 

＜商品分類表定義＞

［単位型投信・追加型投信の区分］

(1)単位型投信…当初、募集された資金が一つの単位として信託され、その後の追加設定は一切行われないファ

ンドをいう。

(2)追加型投信…一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とともに運用さ

れるファンドをいう。

［投資対象地域による区分］

(1)国内…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に国内の資産を源泉と

する旨の記載があるものをいう。

(2)海外…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に海外の資産を源泉と

する旨の記載があるものをいう。

(3)内外…目論見書又は投資信託約款において、国内及び海外の資産による投資収益を実質的に源泉とする旨の
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記載があるものをいう。

［投資対象資産(収益の源泉)による区分］

(1)株式…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に株式を源泉とする旨

の記載があるものをいう。

(2)債券…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に債券を源泉とする旨

の記載があるものをいう。

(3)不動産投信(リート)…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に不動

産投資信託の受益証券及び不動産投資法人の投資証券を源泉とする旨の記載がある

ものをいう。

(4)その他資産…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に上記(1)から

(3)に掲げる資産以外の資産を源泉とする旨の記載があるものをいう。なお、その他資産と併記

して具体的な収益の源泉となる資産の名称記載も可とする。

(5)資産複合…目論見書又は投資信託約款において、上記(1)から(4)に掲げる資産のうち複数の資産による投資

収益を実質的に源泉とする旨の記載があるものをいう。

［独立した区分］

(1)MMF(マネー・マネージメント・ファンド)…「MMF等の運営に関する規則」に定めるMMFをいう。

(2)MRF(マネー・リザーブ・ファンド)…「MMF等の運営に関する規則」に定めるMRFをいう。

(3)ETF…投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成12年政令480号)第12条第1号及び第2号に規定する証

券投資信託並びに租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第9条の4の2に規定する上場証券投資信託

をいう。

［補足分類］

(1)インデックス型…目論見書又は投資信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨の記載があ

るものをいう。

(2)特殊型…目論見書又は投資信託約款において、投資者に対して注意を喚起することが必要と思われる特殊な

仕組みあるいは運用手法の記載があるものをいう。なお、下記の属性区分で特殊型の小分類におい

て「条件付運用型」に該当する場合には当該小分類を括弧書きで付記するものとし、それ以外の小

分類に該当する場合には当該小分類を括弧書きで付記できるものとする。

 

＜属性区分表定義＞

［投資対象資産による属性区分］

株式

(1)一般…次の大型株、中小型株属性にあてはまらない全てのものをいう。

(2)大型株…目論見書又は投資信託約款において、主として大型株に投資する旨の記載があるものをいう。

(3)中小型株…目論見書又は投資信託約款において、主として中小型株に投資する旨の記載があるものをいう。

債券

(1)一般…次の公債、社債、その他債券属性にあてはまらない全てのものをいう。

(2)公債…目論見書又は投資信託約款において、日本国又は各国の政府の発行する国債(地方債、政府保証債、政

府機関債、国際機関債を含む。以下同じ。)に主として投資する旨の記載があるものをいう。

(3)社債…目論見書又は投資信託約款において、企業等が発行する社債に主として投資する旨の記載があるもの

をいう。

(4)その他債券…目論見書又は投資信託約款において、公債又は社債以外の債券に主として投資する旨の記載が

あるものをいう。

(5)格付等クレジットによる属性…目論見書又は投資信託約款において、上記(1)から(4)の「発行体」による区

分のほか、特にクレジットに対して明確な記載があるものについては、上記

(1)から(4)に掲げる区分に加え「高格付債」「低格付債」等を併記するこ

とも可とする。

不動産投信…これ以上の詳細な分類は行わないものとする。

その他資産…組入れている資産を記載するものとする。

資産複合…以下の小分類に該当する場合には当該小分類を併記することができる。

(1)資産配分固定型…目論見書又は投資信託約款において、複数資産を投資対象とし、組入比率については固定

的とする旨の記載があるものをいう。なお、組み合わせている資産を列挙するものとする。

(2)資産配分変更型…目論見書又は投資信託約款において、複数資産を投資対象とし、組入比率については、機動

的な変更を行なう旨の記載があるものもしくは固定的とする旨の記載がないものをいう。

なお、組み合わせている資産を列挙するものとする。

［決算頻度による属性区分］

(1)年１回…目論見書又は投資信託約款において、年１回決算する旨の記載があるものをいう。
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(2)年２回…目論見書又は投資信託約款において、年２回決算する旨の記載があるものをいう。

(3)年４回…目論見書又は投資信託約款において、年４回決算する旨の記載があるものをいう。

(4)年６回(隔月)…目論見書又は投資信託約款において、年６回決算する旨の記載があるものをいう。

(5)年12回(毎月)…目論見書又は投資信託約款において、年12回(毎月)決算する旨の記載があるものをいう。

(6)日々…目論見書又は投資信託約款において、日々決算する旨の記載があるものをいう。

(7)その他…上記属性にあてはまらない全てのものをいう。

［投資対象地域による属性区分(重複使用可能)］

(1)グローバル…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が世界の資産を源泉とする旨の

記載があるものをいう。なお、「世界の資産」の中に「日本」を含むか含まないかを明確に記

載するものとする。

(2)日本…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が日本の資産を源泉とする旨の記載が

あるものをいう。

(3)北米…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が北米地域の資産を源泉とする旨の記

載があるものをいう。

(4)欧州…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が欧州地域の資産を源泉とする旨の記

載があるものをいう。

(5)アジア…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が日本を除くアジア地域の資産を源

泉とする旨の記載があるものをいう。

(6)オセアニア…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益がオセアニア地域の資産を源泉

とする旨の記載があるものをいう。

(7)中南米…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が中南米地域の資産を源泉とする旨

の記載があるものをいう。

(8)アフリカ…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益がアフリカ地域の資産を源泉とす

る旨の記載があるものをいう。

(9)中近東(中東)…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が中近東地域の資産を源泉と

する旨の記載があるものをいう。

(10)エマージング…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益がエマージング地域(新興成

長国(地域))の資産を源泉とする旨の記載があるものをいう。

［投資形態による属性区分］

(1)ファミリーファンド…目論見書又は投資信託約款において、親投資信託(ファンド・オブ・ファンズにのみ

投資されるものを除く。)を投資対象として投資するものをいう。

(2)ファンド・オブ・ファンズ…「投資信託等の運用に関する規則」第2条に規定するファンド・オブ・ファン

ズをいう。

［為替ヘッジによる属性区分］

(1)為替ヘッジあり…目論見書又は投資信託約款において、為替のフルヘッジ又は一部の資産に為替のヘッジを

行う旨の記載があるものをいう。

(2)為替ヘッジなし…目論見書又は投資信託約款において、為替のヘッジを行なわない旨の記載があるもの又は

為替のヘッジを行う旨の記載がないものをいう。

［インデックスファンドにおける対象インデックスによる属性区分］

(1)日経225

(2)TOPIX

(3)その他の指数…前記指数にあてはまらない全てのものをいう。

［特殊型］

(1)ブル・ベア型…目論見書又は投資信託約款において、派生商品をヘッジ目的以外に用い、積極的に投資を行

うとともに各種指数・資産等への連動若しくは逆連動(一定倍の連動若しくは逆連動を含

む。)を目指す旨の記載があるものをいう。

(2)条件付運用型…目論見書又は投資信託約款において、仕組債への投資またはその他特殊な仕組みを用いるこ

とにより、目標とする投資成果(基準価額、償還価額、収益分配金等)や信託終了日等が、明示

的な指標等の値により定められる一定の条件によって決定される旨の記載があるものをい

う。

(3)ロング・ショート型／絶対収益追求型…目論見書又は投資信託約款において、特定の市場に左右されにくい

収益の追求を目指す旨若しくはロング・ショート戦略により収益

の追求を目指す旨の記載があるものをいう。

(4)その他型…目論見書又は投資信託約款において、上記(1)から(3)に掲げる属性のいずれにも該当しない特殊

な仕組みあるいは運用手法の記載があるものをいう。
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(2) ファンドの沿革

原届出書の該当情報を以下の内容に訂正します。

※下線部_________は訂正部分を示します。

＜訂正前＞

平成19年10月22日　　信託契約締結、ファンドの設定日、運用開始

平成19年10月23日　　受益証券を大阪証券取引所に上場

 

＜訂正後＞

平成19年10月22日　　信託契約締結、ファンドの設定日、運用開始

平成19年10月23日　　受益証券を大阪証券取引所に上場

平成25年1月30日　　ファンド・オブ・ファンズ方式による運用を開始
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 (3)ファンドの仕組み

　原届出書の「第二部　ファンド情報　第1　ファンドの状況　1　ファンドの性格　(3)ファンドの仕組み」につきまし

ては、以下の内容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

 

 

 

■ファンド・オブ・ファンズ方式について■

ファンドは複数の投資信託証券(ファンド)を対象とするファンド・オブ・ファンズです。
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委託会社の概況

■委託会社■

・　名称

野村アセットマネジメント株式会社

・　本店の所在の場所

東京都中央区日本橋一丁目12番１号

・　資本金の額

平成24年8月末現在、17,180百万円

・　会社の沿革

昭和34年(1959年)12月１日野村證券投資信託委託株式会社として設立

平成９年(1997年)10月１日投資顧問会社である野村投資顧問株式会社と合併して野

村アセット・マネジメント投信株式会社に商号を変更

平成12年(2000年)11月１日野村アセットマネジメント株式会社に商号を変更

平成15年（2003年）6月27日委員会等設置会社へ移行

・　大株主の状況(平成24年8月末現在)

名称 住所 所有株式数 比率

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 5,150,693株 100％

 

 

 

2　投資方針

(1) 投資方針

　原届出書の「第二部　ファンド情報　第1　ファンドの状況　2　投資方針　(1) 投資方針」につきましては、以下の内

容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

●ファンドは、日本円換算した上証５０指数に連動する投資成果（基準価額の変動率が対象株価

指数の変動率に一致することをいいます。）を目指します。

 

●投資信託証券への投資にあたっては、対象株価指数への連動を目指す別に定める投資信託証券

の中から主として投資を行なうことを基本とします。また、安定した収益と流動性の確保を図る

ことを目指す別に定める投資信託証券にも補完的に投資を行ないます。（以下、「指定投資信託

証券」といいます。）なお、組入投資信託証券は適宜見直しを行なう場合があります。

 

指定投資信託証券（2013年1月29日現在）

(1) 対象株価指数への連動を目指すもの

ニュー・ノムラ・チャイナ・インベストメント・ファンド－チャイナＡシェアーズ・

インデックス・ファンド（外国投資信託）

上証50指数マザーファンド

(2) 安定した収益と流動性の確保を図ることを目指すもの
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野村マネーポートフォリオ マザーファンド

◆指定投資信託証券として指定されていた投資信託証券が指定から外れたり、新たに有

価証券に投資する投資信託証券等（ファンド設定時以降に設定された投資信託（投

資法人を含みます。）も含みます。）が指定投資信託証券として指定される場合があ

ります。

◆投資信託証券への投資割合は、その流動性、換金の制限等を考慮して決定します。

 

●実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行ないません。

 

 

なお、資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

 

上証50指数について

上証50指数については、上海証券取引所（中国語名称「上海証券交易所」）は、中証指
数有限公司（China Securities Index Co.Ltd. 以下「CSI」）に、その管理の権限を
委託します。CSIおよび上海証券取引所は、上証50指数の正確性を確保するために、一切
の必要な手段を講じます。しかし、CSIまたは上海証券取引所のいずれも、過失の有無に
かかわらず、当該指数におけるいかなる誤りについても、いかなる者に対しても責任を
負わず、また、CSIまたは上海証券取引所のいずれも、当該指数におけるいかなる誤りに
ついても、いかなる者に対しても通知する義務を負いません。

 

 

(2) 投資対象

　原届出書の「第二部　ファンド情報　第1　ファンドの状況　2　投資方針　(2) 投資対象」につきましては、以下の内

容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

有価証券に投資する投資信託証券（投資信託の受益証券（投資法人の投資証券を含みます。）。

以下同じ。）を主要投資対象とします。

なお、コマーシャル・ペーパー等の短期有価証券ならびに短期金融商品等に直接投資する場合が

あります。

 

①　投資の対象とする資産の種類(約款第24条)

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。

1．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第2条第1

項で定めるものをいいます。以下同じ。）

イ．有価証券

ロ．約束手形（イに掲げるものに該当するものを除きます。）

ハ．金銭債権（イ及びロに掲げるものに該当するものを除きます。）

2． 次に掲げる特定資産以外の資産

イ．為替手形

②　有価証券の指図範囲(約款第25条第１項)

委託者は、信託金を、別に定める投資信託証券（以下「指定投資信託証券」といいます。）の
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ほか、次の各号に掲げる有価証券（金融商品取引法第2条第2項の規定により有価証券とみなさ

れる同項各号に掲げる権利を除きます。）に投資することを指図します。

1．コマーシャル・ペーパーおよび短期社債等

2．外国または外国の者の発行する証券または証書で、前号の証券の性質を有するもの

3．国債証券、地方債証券、特別の法律により法人の発行する債券および社債券（新株引受権

証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券の新株引受権証券および短期社債等を

除きます。）

4．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第14号で定める受益証券発行信託

の受益証券に限ります。）

なお、第3号の証券を以下「公社債」といい、公社債にかかる運用の指図は買い現先取引（売

戻し条件付の買い入れ）および債券貸借取引（現金担保付き債券借入れ）に限り行なうことが

できるものとします。

③　金融商品の指図範囲(約款第25条第２項)

委託者は、信託金を、上記「②有価証券の指図範囲」に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金

融商品（金融商品取引法第2条第2項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利

を含みます。）により運用することを指図することができます。

1．預金

2．指定金銭信託（上記「②有価証券の指図範囲」に掲げるものを除きます。）

3．コール・ローン

4．手形割引市場において売買される手形

 

（参考）投資対象とする投資信託証券について

　以下はファンドが投資を行なう投資信託証券の投資方針、関係法人、信託報酬等について、平成25

年1月29日現在で委託会社が知りうる情報等を基に記載したものです(個別に時点の記載がある場

合を除きます。）。

　今後、投資対象とする投資信託証券の各委託会社(運用会社)の都合等により、記載の内容が変更

となる場合があります。

　また、ここに記載した投資信託証券は上記日付現在のものであり、今後、投資対象から除外される

場合、あるいは、ここに記載された以外の投資信託証券が新たに追加となる場合等があります。
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（参考）投資対象とする投資信託証券の概要

ニュー・ノムラ・チャイナ・インベストメント・ファンド－チャイナAシェアーズ・インデックス・ファンド

（ケイマン諸島籍円建外国投資信託）

＜運用の基本方針＞

主要投資対象 ・         上海証券取引所のA株市場に上場している人民元建ての株式を主要投資対象とします。

投資方針 ・         上海証券取引所のA株市場に上場している人民元建ての株式を主要投資対象とし、上証
５０指数（円換算）（以下「ベンチマーク」といいます。）の動きに連動する投資成果
を目指して運用を行ないます。

・         効率的なポートフォリオ運用を目的として、株式先物やその他の金融派生商品を補完
的に活用します。

・         外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行ないません。

主な投資制限 ・         デリバティブの利用は、ヘッジ目的に限定しません。

収益分配方針 原則、無分配とします。

但し、受託会社の裁量により分配を行なうことができます。

償還条項 受益者の利益に反する場合、受益者による償還決議がなされた場合、その他、やむを得ない事

情が発生した場合等には、ファンドを償還する場合があります。

＜主な関係法人＞

受託会社 グローバル・ファンズ・トラスト・カンパニー

投資顧問会社 野村アセットマネジメント株式会社

管理事務代行会社

保管銀行
ノムラ・バンク（ルクセンブルグ）エス・エー

＜管理報酬等＞

信託報酬 純資産総額の0.17%（年率）

申込手数料 なし

信託財産留保額 なし　

ただし、キャピタルゲイン課税が導入される場合には、受託会社は、投資顧問会社と協議の

上、信託財産留保率を引き上げる場合があります。

その他の費用 信託財産に関する租税、組入有価証券の売買時の売買委託手数料、信託事務の処理に要する

費用および信託財産の監査に要する費用、外貨建資産の保管などに要する費用、借入金の利

息および立替金の利息など。

ファンドの設立に係る費用（5年を超えない期間にわたり償却）。

上記のほか、一般社団法人投資信託協会の定めるファンド・オブ・ファンズ組入投資信託および投資法人の要件を

満たしております。

 

上証５０指数マザーファンド

（親投資信託）

＜運用の基本方針＞

基本方針 ・            この投資信託は、日本円換算した上証５０指数（以下「対象株価指数」といいま
す。）に連動する投資成果（基準価額の変動率が対象株価指数の変動率に一致すること
をいいます。以下同じ。）を目指します。

主要投資対象 ・         対象株価指数（当該指数と表示通貨を同一に換算することで当該指数との連動性を有
するものを含むものとします。）に連動する投資成果を目的として発行された有価証券
（以下「指数連動有価証券」といいます。）を主要投資対象とします。
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投資方針 ①　この信託は、指数連動有価証券に投資を行なう方法により、日本円換算した対象株価指数

に連動する投資成果を目指します。

②　当初設定時および追加設定時には、設定後の信託財産が前号の基本方針に沿うよう、信託

財産を組成します。

③　次の場合には、基本方針に沿うよう、信託財産の構成を調整するための指図を行なうこと

があります。

ア．対象株価指数の計算方法が変更された場合もしくは当該変更が公表された場合

イ．対象株価指数における、その採用銘柄の変更または資本異動等対象株価指数におけ

る個別銘柄の時価総額構成比率の修正が行なわれた場合もしくは当該修正が公表され

た場合

ウ．信託財産に属する指数連動有価証券または株価連動有価証券
※
の発行体の信用度が

低下し、基準価額と円換算した対象株価指数の連動性が失われるおそれがある場合

※対象株価指数に採用されている銘柄またはすでに公表された対象株価指数採用予定

の銘柄の株価（当該株価と表示通貨を同一に換算することで当該株価との連動性を

有するものを含むものとします。）に連動する投資成果を目的として発行された有

価証券のことをいいます。

エ．一部解約が行なわれた場合

オ．その他基準価額と日本円換算した対象株価指数の連動性を維持するために必要な場

合

④　投資を行なう公社債は、原則としてＡ格以上の格付けを有する信用度の高いものとしま

す。（格付けのない場合には、委託者が同等の信用度を有すると判断したものを含みま

す。）

⑤　公社債への投資にあたっては、複数の発行体が発行する公社債に投資するよう努めます。

ただし、この信託の純資産総額が少ない場合等には、複数の発行体が発行する公社債へは

投資しない場合があります。

⑥　外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行ないません。

⑦　資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

主な投資制限 ・         株式への投資割合には、制限を設けません。
・         外貨建資産への投資割合には、制限を設けません。
・         デリバティブの利用は、基本方針にしたがって有価証券に投資するまでの間、または対
象株価指数に連動する投資成果を目指す目的に限るものとし、対象株価指数またはその
他の中国の株価指数を対象とした株価指数先物取引に限り、補完的に行なうことができ
ます。

・         投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の5％以内とします。

＜主な関係法人＞

委託会社 野村アセットマネジメント株式会社

受託会社 三菱UFJ信託銀行株式会社 （再信託受託会社：日本マスタートラスト銀行株式会社）

 

野村マネーポートフォリオ　マザーファンド

（親投資信託）

＜運用の基本方針＞

基本方針 ・            この投資信託は、安定した収益と流動性の確保を図ることを目的として運用を行ない
ます。

主要投資対象 ・         本邦通貨表示の短期有価証券を主要投資対象とします。
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投資方針 ・         本邦通貨表示の公社債等に投資を行ない、安定した収益と流動性の確保を図ることを
目的として運用を行ないます。

・         残存期間の短い公社債やコマーシャルペーパー等の短期有価証券への投資により利息
等収益の確保を図り、あわせてコール・ローンなどで運用を行なうことで流動性の確保
を図ります。

・         資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。

主な投資制限 ・         株式への投資は行ないません。
・         外貨建資産への投資は行ないません。
・         デリバティブの利用はヘッジ目的に限定します。

＜主な関係法人＞

委託会社 野村アセットマネジメント株式会社

受託会社 三菱UFJ信託銀行株式会社 （再信託受託会社：日本マスタートラスト銀行株式会社）

 

 

(4) 分配方針

　原届出書の「第二部　ファンド情報　第1　ファンドの状況　2　投資方針　(4)分配方針」につきましては、以下の内容

に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行ないます。

①　信託財産から生ずる配当等収益から経費を控除後、全額分配することを原則とします。ただし、

分配金がゼロとなる場合もあります。

②　売買益が生じても、分配は行ないません。

③　留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の判断に基づき、元本部分と同一の運用を

行ないます。

 

＊将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。

 

(5)投資制限

　原届出書の「第二部　ファンド情報　第1　ファンドの状況　2　投資方針　(5)投資制限」につきましては、以下の内容

に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

①投資信託証券への投資割合(運用の基本方針 ２ 運用方法 (3)投資制限)

投資信託証券への投資割合には制限を設けません。

②外貨建資産への投資割合(運用の基本方針 ２ 運用方法 (3)投資制限)

外貨建資産への投資割合には制限を設けません。

③デリバティブの利用(運用の基本方針 ２ 運用方法 (3)投資制限)

デリバティブの直接利用は行ないません。

④株式への投資割合(運用の基本方針 ２ 運用方法 (3)投資制限)

株式への直接投資は行ないません。

⑤同一銘柄の投資信託証券への投資割合(運用の基本方針 ２ 運用方法 (3)投資制限)

同一銘柄の投資信託証券への投資割合には制限を設けません。

⑥公社債の借入れ(約款第28条)

(ⅰ)委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることがで

きます。なお、当該公社債の借入れを行なうにあたり担保の提供が必要と認めたときは、

担保の提供の指図を行なうものとします。
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(ⅱ)上記(ⅰ)の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲

内とします。

(ⅲ)信託財産の一部解約等の事由により、上記(ⅱ)の借入れにかかる公社債の時価総額が信託

財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相

当する借入れた公社債の一部を返還するための指図をするものとします。

(ⅳ)上記(ⅰ)の借入れにかかる品貸料は信託財産中から支弁します。

⑦特別の場合の外貨建有価証券への投資制限(約款第30条)

外貨建有価証券（外国通貨表示の有価証券をいいます。以下同じ。）への投資については、わ

が国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合には、制約されることがありま

す。

⑧外国為替予約の指図(約款第31条)

委託者は、信託財産に属する外貨建資産（外貨建有価証券、外国通貨表示の預金その他の資

産をいいます。以下同じ。）について、当該外貨建資産の為替ヘッジのため、外国為替の売買の

予約を指図することができます。

⑨資金の借入れ(約款第35条の2)

(ⅰ)委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性をはかるため、一部解約に伴う

支払資金の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含

みます。）を目的として、資金借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図を

することができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行なわないものとし

ます。

(ⅱ)一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、受益者への解約代金支払開始日か

ら信託財産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代

金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受

益者への解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日まで

の期間が5営業日以内である場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券等の売却代

金、有価証券等の解約代金および有価証券等の償還金の合計額を限度とします。ただし、

資金の借入額は、借入れ指図を行なう日における信託財産の純資産総額の10％を超えな

いこととします。

(ⅲ)借入金の利息は信託財産中より支弁します。

 

 

3　投資リスク

　原届出書の「第二部　ファンド情報　第1　ファンドの状況　3　投資リスク」につきましては、以下の内容に更新・訂

正されます。

＜更新・訂正後＞

≪基準価額の変動要因≫

ファンドの基準価額は、投資を行なっている有価証券等の値動きによる影響を受けますが、これらの

運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。

したがって、ファンドにおいて、投資者の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の

下落により、損失を被り、投資元金が割り込むことがあります。なお、投資信託は預貯金と異なります。

 

［株価変動リスク］
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ファンドは、対象株価指数に採用されている銘柄（採用が決定された銘柄を含みます。）の株

式または指数連動有価証券
※
（以上を総称して、「対象株式等」といいます。）に実質的に投資

を行ないますので、株価変動の影響を受けます。特にファンドが実質的に投資を行なう中国の

株価変動は、先進国以上に大きいものになることが予想されます。

※　対象株価指数（対象株価指数と表示通貨を同一に換算することで当該対象株価指数との

連動性を有するものを含むものとします。）に連動する投資成果を目的として発行され

た有価証券

［債券価格変動リスク］

債券（公社債等）は、市場金利や信用度の変動により価格が変動します。ファンドは債券に実

質的に投資を行ないますので、これらの影響を受けます。また、指数連動有価証券の価格は、中

国国外からの中国A株に対する投資の需給状況によっても変動します。

［為替変動リスク］

ファンドは、原則として為替変動リスクを軽減させるための為替ヘッジを行ないませんので、

為替変動の影響を受けます。特にファンドが実質的な投資対象とする中国の通貨については、

先進国の通貨に比べ流動性が低い状況となる可能性が高いこと等から、当該通貨の為替変動は

先進国以上に大きいものになることも想定されます。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

 

≪対象株価指数と基準価額の乖離要因≫

ファンドは、対象株式等を原則として高水準に実質的に組み入れて運用し、基準価額が日本円換

算した対象株価指数と高位に連動することを目指しますが、次のような要因があるため、日本円

換算した対象株価指数と一致した推移をすることを運用上お約束できるものではありません。

①対象株式等の売買単位未満の金銭を保有するなどの影響で実質的組入比率が必ずしも100％

とはならないこと

②資金の流入から実際に対象株式等を買い付けるためのタイミングのずれ

③指数連動有価証券等の売買・評価価格と日本円換算した対象株価指数とのずれ（指数連動有

価証券の発行体の信用度が低下した場合、中国国外からの中国Ａ株に対する投資の需給状況

が変化した場合等も含まれます。）

④ポートフォリオ構成の調整や指数連動有価証券が満期近くとなった場合の銘柄入れ替え時等

における売買コストの負担があること

⑤中国における規則や中国当局による規制により、実質的に投資を行なう中国Ａ株のポート

フォリオにおいて、上証50指数の銘柄構成比率どおりの運用ができなくなる可能性があるこ

と

⑥中国国内の法令・税制等の制度変更により、対象株式等の価格が直接的または間接的に影響

を受ける場合があること

⑦信託報酬等のコスト負担があること

※対象株価指数と基準価額の乖離要因は上記に限定されるものではありません。

 

≪その他の留意点≫

◆ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第３７条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）

の適用はありません。

◆資金動向、市況動向等によっては、また、不慮の出来事等が起きた場合には、投資方針に沿った運用
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ができない場合があります。

◆ファンドが実質的に組み入れる有価証券の発行体において、利払いや償還金の支払いが滞る可能性

があります。

◆有価証券への投資等ファンドにかかる取引にあたっては、取引の相手方の倒産等により契約が不履

行になる可能性があります。

◆ファンドが実質的な投資対象とする指数連動有価証券の発行体および引受証券会社は、事実上限ら

れた数となるため、それらの有価証券の投資にあたっては、発行体の分散ができない場合や、理論的

な価格から乖離した価格での取引を行なう必要がある場合があります。

◆ファンドの基準価額と日本円換算した対象株価指数は、費用等の要因により、完全に一致するもの

ではありません。また、ファンドの投資成果が日本円換算した対象株価指数との連動または上回る

ことを保証するものではありません。

◆投資対象とするマザーファンドにおいて、他のベビーファンドの資金変動等に伴なう売買等が生じ

た場合などには、ファンドの基準価額に影響を及ぼす場合があります。

◆ファンドが実質的に投資する中国においては、政治、経済、社会情勢の変化が金融市場に及ぼす影響

は、先進国以上に大きいものになることが予想されます。さらに、中国は、近年「社会主義市場経

済」への転換を図り、政治・経済システムの改革を進めておりますが、将来の政治・経済・社会情

勢、政府政策（法令またはそれらの解釈の改正、課税方法の変更、通貨交換の制限、輸入の制限等を

含みます。）の変化から、政府当局による海外からの投資規制など数々の規制が緊急に導入される

可能性があり、その結果、金融市場が著しい悪影響を被る可能性や運用上の制約を大きく受ける可

能性が想定されます。上記のような投資環境変化の内容によっては、ファンドでの新規投資の中止

や大幅な縮小をする場合があります。また、中国の関係法令は近年制定されたものが多く、その解釈

が必ずしも安定していません。また、中国の法令や税制等の変更により、ファンドが直接的または間

接的に影響を受ける場合があります。

◆ファンドの市場価格は、取引所における競争売買を通じ、需給を反映して決まります。したがって、

市場価格は基準価額とは必ずしも一致するものではありません。特に、ファンドの信託金限度額は

他のETF（上場投資信託）と比較して少額であるため、ファンドの市場価格と基準価額との乖離は、

相対的に大きなものになる可能性があります。

 

■上海株式指数・上証50連動型上場投資信託に関する留意点■

◆中国Ａ株への外国人による投資については、「QFII 制度」に基づいて、一定の適格要件を満たし、

中国の証券市場に投資することについて、中国証券監督管理委員会（CSRC）の認定を受け、かつ国

家外貨管理局（SAFE）から投資限度額の認可を取得したブローカーもしくは運用会社等機関投資

家（QFII）のみが投資可能です。

（注）・QFII（適格国外機関投資家）：Qualified Foreign Institutional Investors

・CSRC（中国証券監督管理委員会）：China Securities Regulatory Commission

・SAFE（国家外貨管理局）：State Administration of Foreign Exchange

◆ファンドの信託金限度額は、550億円です（将来、所定の手続きにより信託約款を変更し、当該限度

額を変更する場合があります。）。追加設定することにより、当該限度額を超えることとなる場合に

は、当該追加設定をすることはできません。

◆ファンドが実質的な投資対象とする指数連動有価証券への投資に当たっては、複数の発行体が発行

する債券に投資するよう努めますが、QFII制度の下では、発行体はQFII枠を利用可能な者（スワッ

プ等デリバティブ取引により間接的に利用可能な者を含みます。）に事実上限定されるため、発行
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体の分散ができない可能性があります。また、当該有価証券への投資に際し、理論的価格から乖離し

た価格での取引を行なう必要がある場合があります。

◆国家外貨管理局（SAFE）の裁量で、中国の外貨収支残高状況等を理由とした政策の変更等により、

海外からの投資規制や海外への送金規制など、外国為替取引上の規制が発生したり、円と中国人民

元との交換が停止となる場合があり、予定している信託財産の回金が行なえない可能性がありま

す。すなわち、ファンドの運用において、有価証券の売却や売却代金の回金の遅延等が発生すること

があります。

◆適格国外機関投資家(QFII)に対する課税上の取扱いとして、営業税(中国国内において課税対象と

なるサービスを展開する外国企業および財産の移転や固定資産の売却を行なう外国企業が一般に

課税される税金)については、QFIIに対して、中国での証券売買による差額収入に対して免除される

旨、平成17年12月1日付で中国財政部及び国家税務総局より公表されています。また、QFIIが中国国

内企業から得る株式配当金・利息収入については、10％の企業所得税が課される旨、国家税務総局

より公表されています。この他関連する中国の法令・通達および日中間における租税条約は、存在

しません。他に、中国国内における期間収益に対する所得税等について、適用の有無、範囲、方法を含

めて公表されていないものがあります。将来的に、これらの税金が新たに課されることとなった場

合には、ファンドがこれを実質的に負担する可能性があります。またその場合、ファンドにおける信

託財産留保額が引き上げられる可能性があります。

※これらの記載は、平成25年1月29日時点で委託者が確認できる情報に基づいたものです。税率等は、

現地の税制が変更された場合等は変更になる場合があります。

 

≪委託会社におけるリスクマネジメント体制≫

リスク管理関連の委員会

◆パフォーマンスの考査

投資信託の信託財産についてパフォーマンスに基づいた定期的な考査（分析、評価）
の結果の報告、審議を行ないます。

◆運用リスクの管理

投資信託の信託財産の運用リスクを把握、管理し、その結果に基づき運用部門その他
関連部署への是正勧告を行なうことにより、適切な管理を行ないます。

リスク管理体制図
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※　投資リスクに関する管理体制等は有価証券届出書提出日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

 

4　手数料等及び税金

原届出書の該当情報を以下の内容に訂正します。

※下線部_________は訂正部分を示します。

＜訂正前＞

(2) 換金(解約)手数料

販売会社は、受益者が交換を行なうときは、当該受益者から、販売会社が独自に定める手数料およ

び当該手数料に係る消費税等に相当する金額を徴することができます。

また、受益権の買取り
※
を行なうときは、基準価額に販売会社が独自に定める率を乗じて得た手

数料および当該手数料に係る消費税等に相当する金額を徴することができます。

※　受益権の買取りは、「第2 管理及び運営　2 換金(解約)手続等　(c)受益権の買取り(買取請求制)の第１

号、第２号」に該当する場合に限られます。

詳しくは販売会社にお問い合わせください。なお、販売会社については、「サポートダイヤル」ま

でお問い合わせ下さい。

 

＜訂正後＞

(2) 換金(解約)手数料

販売会社は、受益者が一部解約の実行の請求をするとき、当該受益者から、販売会社が独自に定め

る手数料および当該手数料に係る消費税等に相当する金額を徴することができます。

また、受益権の買取りを行なうときは、基準価額に販売会社が独自に定める率を乗じて得た手数

料および当該手数料に係る消費税等に相当する金額を徴することができます。

詳しくは販売会社にお問い合わせください。なお、販売会社については、「サポートダイヤル」ま

でお問い合わせ下さい。

 

 

＜訂正前＞

(3) 信託報酬等

信託報酬の総額は、ファンドの計算期間を通じて毎日、次の第１号により計算した額に、第２号に

より計算した額を加算して得た額とし、その配分については以下の通り（税抜）とします。

１．信託財産の純資産総額に年10,000分の99.75（税抜年10,000分の95）以内(平成24年9月27

日現在 年10,000分の99.75（税抜年10,000分の95））の率を乗じて得た額。

＜委託会社＞ ＜受託会社＞

年10,000分の90 年10,000分の5

※上記配分は、平成24年9月27日現在の信託報酬率における配分です。

２．有価証券の貸付を行なった場合は、その品貸料の52.5％（税抜50％）以内の額とし、その配

分については、委託会社と受託会社で折半とします。

 

上記の信託報酬の総額は、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日および毎計算期末または信託終了の

とき信託財産から支払われます。
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＜訂正後＞

(3) 信託報酬等

信託報酬の総額は、ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年0.9975％(税抜

年0.95％)以内で委託会社が定める率(平成25年1月30日現在年0.819％(税抜年0.78％))（「信託報

酬率」といいます。）を乗じて得た額とし、その配分については次の通り(税抜)とします。

＜委託会社＞ ＜受託会社＞

年0.73％ 年0.05％

*上記配分は、平成25年1月30日現在の信託報酬率における配分です。

 

上記の信託報酬の総額は、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日および毎計算期末または信託終了の

とき信託財産から支払われます。

 

なお、この他にファンドが投資対象とする外国投資信託に関しても信託報酬等がかかります。

 

（参考）ファンドが投資対象とする外国投資信託の信託報酬

外国投資信託の名称 信託報酬率（年率）

ニュー・ノムラ・チャイナ・インベストメント・ファンド

－チャイナＡシェアーズ・インデックス・ファンド
0.17％

上記の他に、信託財産に関する租税、組入有価証券の売買時の売買委託手数料、信託事務の処理

に要する費用および信託財産の監査に要する費用、外貨建資産の保管などに要する費用、借入金

の利息および立替金の利息等を負担する場合があります。

また、ファンドの設立に係る費用はファンドが負担し、5年を超えない期間にわたり償却しま

す。

なお、申込手数料はかかりません。

 

◆ファンドの信託報酬にファンドが投資対象とする外国投資信託の信託報酬を加えた、受益者が実

質的に負担する信託報酬率について、平成25年1月30日現在で想定される概算値は以下の通りで

す。ただし、この値はあくまでも実質的な信託報酬の目安であり、ファンドの実際の投資信託証券

の組入れ状況によっては、実質的な信託報酬は変動します。

実質的な信託報酬率（税込・年率）の概算値

0.82％～0.99％程度

 

 

 

＜訂正前＞

(4) その他の手数料等

①ファンドに関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立替えた立替金の利息

は、受益者の負担とし、信託財産から支払われます。なお、受益権の上場に係る費用および対象株

価指数についての商標（これに類する商標を含みます。）の使用料（以下、「商標使用料」とい
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います。）ならびに当該上場に係る費用および当該商標使用料に係る消費税等に相当する金額

は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁することができます。

※　平成24年9月27日現在、商標使用料は以下の通りです。

純資産総額に対し、年率0.04％、ただし、最低２０万人民元相当額とする。（２０万人民元

相当額を下回る場合は、当該年の商標使用料は２０万人民元相当額とする。）

※　平成24年9月27日現在、受益権の上場に係る費用は以下の通りです。

・上場手数料：追加上場時の増加額（毎年末の純資産総額について、新規上場時及び新規

上場した年から前年までの各年末の純資産総額のうち最大のものからの

増加額）に対して、0.007875％（税抜0.0075％）。

・上場の年賦課金：毎年末の純資産総額に対して、最大0.007875％（税抜0.0075％）。

②ファンドに関する組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、売買委託手数料に係る消

費税等に相当する金額、先物取引等に要する費用、外貨建て資産の保管等に要する費用は信託財

産から支払われます。

③ファンドに係る監査費用および当該監査費用に係る消費税等に相当する金額は、信託報酬支払い

のときに信託財産から支払われます。

 

※これらの費用等は、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示すること

ができません。

 

＜訂正後＞

(4) その他の手数料等

①ファンドに関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立替えた立替金の利息

は、受益者の負担とし、信託財産から支払われます。なお、受益権の上場に係る費用および対象株

価指数についての商標（これに類する商標を含みます。）の使用料（以下、「商標使用料」とい

います。）ならびに当該上場に係る費用および当該商標使用料に係る消費税等に相当する金額

は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁することができます。

※　平成25年1月29日現在、商標使用料は以下の通りです。

純資産総額に対し、年率0.04％を乗じて得た額とします。ただし、最低２０万人民元相当額

とする。（２０万人民元相当額を下回る場合は、当該年の商標使用料は２０万人民元相当

額とする。）

※　平成25年1月29日現在、受益権の上場に係る費用は以下の通りです。

・上場手数料：追加上場時の増加額（毎年末の純資産総額について、新規上場時及び新規

上場した年から前年までの各年末の純資産総額のうち最大のものからの

増加額）に対して、0.007875％（税抜0.0075％）。

・上場の年賦課金：毎年末の純資産総額に対して、最大0.007875％（税抜0.0075％）。

②ファンドに関する組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、売買委託手数料に係る消

費税等に相当する金額、外貨建て資産の保管等に要する費用は信託財産から支払われます。

③ファンドに係る監査費用および当該監査費用に係る消費税等に相当する金額は、信託報酬支払い

のときに信託財産から支払われます。

④ファンドにおいて一部解約に伴う支払資金の手当て等を目的として資金借入れの指図を行なっ

た場合、当該借入金の利息は信託財産から支払われます。

⑤ファンドにおいて一部解約の実行に伴い、信託財産留保額
※
をご負担いただきます。信託財産留
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保額は、基準価額に0％の率を乗じて得た額を1口当たりに換算して、換金する口数に応じてご負

担いただきます。

ただし、中国A株において、今後、キャピタルゲイン課税が導入される等の事態が生じる場合に

は、その影響および水準等を勘案し、委託会社が定める率を乗じて得た額に引き上げられる場合

があります。

※「信託財産留保額」とは、償還時まで投資を続ける投資家との公平性の確保やファンド残高の安定的

な推移を図るため、クローズド期間の有無に関係なく、信託期間満了前の解約に対し解約者から徴収す

る一定の金額をいい、信託財産に繰り入れられます。

 

＊これらの費用等は、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示すること

ができません。

 

 

 

(5) 課税上の取扱い

　原届出書の「第二部　ファンド情報　第1　ファンドの状況　4　手数料等及び税金　（5）課税上の取扱い」につきま

しては、以下の内容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

(5) 課税上の取扱い

①個人の受益者に対する課税

●収益分配金の受取時

　分配金については、10.147％(国税(所得税及び復興特別所得税)7.147％および地方税3％)の

税率による源泉徴収が行なわれます。なお、確定申告により、申告分離課税もしくは総合課税

のいずれかを選択することもできます。上記10.147％の税率は平成26年1月1日以後、20.315％

(国税15.315％および地方税5％)となる予定です。

●受益権の売却時、換金(解約)時および償還時

　売却時、換金(解約)時および償還時の差益(譲渡益)については、申告分離課税により

10.147％(国税7.147％および地方税3％)の税率が適用され、源泉徴収口座を選択した場合は

10.147％の税率により源泉徴収が行なわれます。なお、上記10.147％の税率は平成26年1月1日

以後、20.315％(国税15.315％および地方税5％)となる予定です。

●譲渡損失と収益分配金との間の損益通算について

　売却時、換金(解約)時および償還時の差損(譲渡損失)については、確定申告等により上場株

式等の配当所得(申告分離課税を選択した収益分配金・配当金に限ります。)との通算が可能

です。

　換金(解約)時および償還時の差益
※
については、譲渡所得とみなして課税が行われます。

※換金(解約)時および償還時の価額から取得費(買付・申込手数料(税込)を含む)を控除した利益を

譲渡益として課税対象となります。

 

②法人の受益者に対する課税

●収益分配金の受取時

　分配金については、7.147％(国税7.147％)の税率で源泉徴収
※
が行なわれます。なお、地方税

の源泉徴収はありません。上記7.147％の税率は平成26年1月1日以後、15.315％(国税

15.315％)となる予定です。
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　なお、益金不算入制度は適用されません。

※源泉税は所有期間に応じて法人税額から控除

●受益権の売却時、換金(解約)時および償還時

　法人の投資家(内国法人又は国内に恒久的施設を有する外国法人に限ります。)については、

受益権の売却時、換金(解約)時および償還時における源泉徴収はありません。

　受益権の取得価額と、売却価額又は解約価額もしくは償還価額との差額について、他の法人

所得と合算して課税されます。

　なお、益金不算入制度は適用されません。

 

なお、税金の取扱いの詳細については税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

 

※税法が改正された場合等は、上記「(5)課税上の取扱い」の内容が変更になる場合があります。

 

 

第2【管理及び運営】

1　申込(販売)手続等

原届出書の該当情報を以下の内容に訂正します。

※下線部_________は訂正部分を示します。

＜訂正前＞

申込期間中の各営業日に、「第一部　証券情報」にしたがって受益権の募集が行な
われます。

取得申込みの受付けについては、取得申込受付日の前営業日の午後3時までに委託
者に追加設定の連絡をして受理されたものを当日の申込みとします。

なお、委託者は、次の各号の期日または期間(以下「申込不可日」という場合があります。)における

受益権の取得申込みについては、原則として、当該取得申込みの受付けを停止します。

1．取得申込日当日または翌営業日が、別に定める海外の休日
※
と同日付となる場合の当該申込

日

※次の条件のいずれかに該当する日をいいます。（以下同じ。）

・上海証券取引所の休日

・北京、上海、ロンドンまたはニューヨークいずれかの休日（銀行の通常の営業日以外の

日）

2．取得申込日当日が、「日本の営業日でない日かつ、別に定める海外の休日でない日」の前営

業日となる場合の当該申込日

3．信託財産が組み入れた投資方針に規定する指数連動有価証券または株価連動有価証券の償

還や、信託財産が組み入れる当該指数連動有価証券または株価連動有価証券の発行等によ

る、信託財産における入れ替え等に要する期間として委託者が別に定めるもの

4．ファンドの計算期間終了日(毎年7月8日)の前々営業日および前営業日

5．上記１～４のほか、委託者が、運用の基本方針に沿った運用に支障をきたすおそれのあるや

むを得ない事情が生じたものと認めたとき

ただし、上記の申込不可日であっても、信託財産の状況、資金動向、市況動向等を鑑み、信託財産に及

ぼす影響が軽微である等と判断される申込不可日（上記第5号に掲げるものを除く。）における受益
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権の取得申込みについては、当該取得申込みの受付けを行なうことができます。

ファンドの申込(販売)手続についてご不明な点がある場合には、下記の照会先まで
お問い合わせ下さい。

野村アセットマネジメント株式会社

サポートダイヤル　0120-753104(フリーダイヤル)

　　＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

インターネットホームページ　http://www.nomura-am.co.jp/

 

販売の単位は2万口以上とします。

受益権の販売価額は、取得申込日の翌営業日（取得申込受付日）の基準価額に、
100.6％の率を乗じて得た額（以下「販売基準価額」といいます。)とします。

 

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、また
は取得申込みに伴う約款に規定する指数連動有価証券または株価連動有価証券へ
の投資ができない場合、その他やむを得ない事情があるときは、信託約款の規定に
従い、委託者の判断でファンドの受益権の取得申込みの受付けを中止すること、お
よび既に受付けた取得申込みの受付けを取り消す場合があります。

 

＜申込手数料＞

（以下略）

 

＜訂正後＞

申込期間中の各営業日に、「第一部　証券情報」にしたがって受益権の募集が行な
われます。

取得申込みの受付けについては、取得申込受付日の前営業日の午後3時までに委託
者に追加設定の連絡をして受理されたものを当日の申込みとします。

なお、委託者は、次の各号の期日または期間(以下「申込不可日」という場合があります。)における

受益権の取得申込みについては、原則として、当該取得申込みの受付けを停止します。

1．取得申込日当日から起算して、土曜日および日曜日を除く6暦日後の日までの期間に、別に定

める海外の休日
※
がある場合または日本の営業日でない日がある場合の当該申込日

※次の条件のいずれかに該当する日をいいます。（以下同じ。）

・上海証券取引所またはシンガポール証券取引所の休日

・北京、上海、ロンドン、ニューヨークまたはルクセンブルクのいずれかの休日（銀行の通常

の営業日以外の日）

2.信託財産が組み入れた投資信託証券が組み入れる指数連動有価証券または株価連動有価証券

の償還や、信託財産が組み入れた投資信託証券が組み入れる指数連動有価証券または株価連

動有価証券の発行等による、信託財産における入替え等に要する期間として委託会社が別に

定めるもの
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3.ファンドの計算期間終了日の前々営業日および前営業日

4.対象株価指数の計算方法の変更や対象株価指数において採用銘柄の変更または資本異動等対

象株価指数における個別銘柄の時価総額構成比率の修正が行なわれた場合等の際に信託財産

が組み入れた投資信託証券において構成の調整が必要なときや、規制等により指定投資信託

証券の売買、設定解約ができない期間として委託会社が別に定めるもの

5.上記1～4のほか、委託会社が、運用の基本方針に沿った運用に支障をきたすおそれのあるやむ

を得ない事情が生じたものと認めたとき

ただし、上記の申込不可日であっても、信託財産の状況、資金動向、市況動向等を鑑み、信託財産に及

ぼす影響が軽微である等と判断される申込不可日（上記第5号に掲げるものを除く。）における受益

権の取得申込みについては、当該取得申込みの受付けを行なうことができます。

ファンドの申込(販売)手続についてご不明な点がある場合には、下記の照会先まで
お問い合わせ下さい。

野村アセットマネジメント株式会社

サポートダイヤル　0120-753104(フリーダイヤル)

　　＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

インターネットホームページ　http://www.nomura-am.co.jp/

 

販売の単位は2万口以上とします。

受益権の販売価額は、取得申込日の翌営業日（取得申込受付日）の基準価額に、
100.6％の率を乗じて得た額（以下「販売基準価額」といいます。)とします。

 

金融商品取引所等における取引の停止（個別銘柄の売買停止等を含みます。）、外
国為替取引の停止、決済機能の停止、または取得申込みに伴う指数連動有価証券ま
たは株価連動有価証券への投資ができない場合、その他やむを得ない事情があると
きは、受益権の取得申込みの受付けを停止することおよびすでに受付けた取得申込
みの受付けを取り消す場合があります。

 

＜申込手数料＞

（以下略）

 

 

 

2　換金(解約)手続等

原届出書の「第二部　ファンド情報　第2　管理及び運営　2　換金（解約）手続等」　につきましては、以下の内容に更

新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

(a)信託の一部解約(解約請求制)

　受益者は、自己に帰属する受益権につき、委託者が、原則として毎月一回の一部解約の実行の請求日

として定める日の2営業日前の日の委託者が別に定める時限（午後3時）までに、委託者が別に定め
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る一定口数
※
の受益権をもって一部解約の実行を請求することができます。ただし、委託者は、信託

財産の状況、資金動向、市況動向等を鑑み、信託財産に及ぼす影響が軽微である等と判断される期日

における一部解約の実行の請求については、当該請求の受付けを行なうことができます。

※平成25年1月29日現在、最小解約口数は2万口

　受益者が一部解約の実行の請求をするときは、販売会社に対し、振替受益権をもって行なうものと

します。

　解約価額は、解約のお申込み日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差し引いた価額となり

ます。

　信託財産留保額は、基準価額に0%の率を乗じて得た額を1口当たりに換算して、換金する口数に応じ

てご負担いただきます。ただし、実質的な投資対象である中国A株において、今後、キャピタルゲイン

課税が導入される等の事態が生じる場合には、その影響および水準等を勘案し、委託会社が定める率

を乗じて得た額に引き上げられる場合があります。

　販売会社は、受益者が一部解約の実行の請求をするときは、当該受益者から、販売会社が独自に定め

る手数料および当該手数料に係る消費税等に相当する金額を徴することができます。

　なお、信託財産の資金管理を円滑に行なうため、大口解約には制限を設ける場合があります。

　解約代金は、原則として一部解約の実行の請求日から起算して8営業日目から販売会社において支

払います。

　ただし、金融商品取引所等における取引の停止（個別銘柄の売買停止等を含みます。）、信託財産が

組み入れた投資信託証券の解約または換金の制限または停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止

その他やむを得ない事情（実質的な投資対象国における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政

策変更や資産凍結を含む規制の導入、自然災害、クーデターや重大な政治体制の変更、戦争等）によ

る市場の閉鎖もしくは流動性の極端な減少等）により、有価証券の売却（信託財産が組み入れた投

資信託証券の解約または換金を含みます。）や売却代金の入金が遅延したとき等は、信託約款の規定

に従い、委託者の判断で一時解約金の支払いを延期する場合があります。

　金融商品取引所等における取引の停止（個別銘柄の売買停止等を含みます。）、信託財産が組み入

れた投資信託証券の解約または換金の制限または停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他

やむを得ない事情（委託者が、運用の基本方針に沿った運用に支障をきたすおそれのあるやむを得

ない事情が生じたものと認めたときを含む。）があるときは、信託約款の規定に従い、委託者の判断

で一部解約の実行の請求の受付けを中止することおよびすでに受付けた一部解約の実行の請求の受

付けの一部または全部を取り消す場合があります。

　また、一部解約の実行の請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付け中止以前に行

なった当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を

撤回しない場合には、当該受益権の一部解約の価額は、当該受付け中止を解除した後の最初の基準価

額の計算日に一部解約の実行の請求を受付けたものとします。

 

※販売会社は、振替機関の定める方法により、振替受益権の抹消に係る手続きを行なうものとしま

す。振替機関は、当該手続きが行なわれた後に、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数の振替

受益権を抹消するものとし、社振法の規定にしたがい振替機関等の口座に一部解約の実行の請求

を行なった受益者に係る当該口数の減少の記載または記録が行なわれます。

 

(b)受益権と信託財産に属する有価証券との交換

　受益者は、信託期間中において、自己に帰属する受益権をもって当該受益権の信託財産に対する持
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分に相当する有価証券との交換を請求することはできません。

 

(c)受益権の買取り(買取請求制)

　販売会社は、受益権を上場したすべての金融商品取引所において上場廃止になった場合で、信託終

了日の3営業日前までに受益者の請求があるときは、その受益権を買取ります。

　受益権の買取価額は、買取申込みを受付けた日の翌営業日の基準価額とします。

　販売会社は、受益権の買取りを行なうときは、基準価額に販売会社が独自に定める率を乗じて得た

手数料および当該手数料に係る消費税等に相当する金額を徴することができるものとします。

　販売会社は、金融商品取引所における取引の停止（個別銘柄の売買停止等を含みます。）、外国為替

取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情があるときは、委託者との協議に基づいて受益

権の買取りを停止することおよびすでに受付けた受益権の買取りを取り消す場合があります。

　また、受益権の買取りが停止された場合には、受益者は買取り停止以前に行なった当日の買取り請

求を撤回できます。ただし、受益者がその買取り請求を撤回しない場合には、当該受益権の買取価額

は、買取り中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に買取申込みを受付けたものとして、計算さ

れたものとします。

 

上記(a)、(b)及び(c)の詳細については下記の照会先までお問い合わせ下さい。

野村アセットマネジメント株式会社

サポートダイヤル　0120-753104(フリーダイヤル)

　　＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

インターネットホームページ　http://www.nomura-am.co.jp/

 

 

3　資産管理等の概要

原届出書の該当情報を以下の内容に訂正します。

※下線部_________は訂正部分を示します。

＜訂正前＞

(1)資産の評価

＜基準価額の計算方法＞

基準価額とは、純資産総額を計算日における受益権口数で除した金額をいいます。なお、ファンド

においては1口当りの価額で表示されます。

純資産総額とは、資産総額から負債総額を控除した金額をいいます。

資産総額とは、信託財産に属する資産を法令および社団法人投資信託協会規則に従って時価評価

して得た金額の合計額をいいます。

 

ファンドの主な投資対象の評価方法は以下の通りです。

・信託財産に属する有価証券（交換の実行に係る有価証券で、受益者に対し

未交付または未振替のものを除く）の時価評価は、原則として、計算日
※
に

おける公表されている最終価格に基づき算出した価格又はこれに準ずるも
のとして合理的な方法により算出した価格により評価するものとします。
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・外貨建資産の評価は、原則として、基準価額計算日の対顧客相場の仲値に
よって計算します。

※　外国で取引されているものについては、原則として、基準価額計算日の前日とします。

 

 

ファンドの基準価額については下記の照会先までお問い合わせ下さい。

野村アセットマネジメント株式会社

サポートダイヤル　0120-753104(フリーダイヤル)

　　＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

インターネットホームページ　http://www.nomura-am.co.jp/

 

＜追加信託金について＞

(ⅰ)追加信託金は、追加信託を行なう日の前日の基準価額に100.6％の率を乗じて
得た価額に当該追加信託にかかる受益権の口数を乗じた額とします。

(ⅱ)追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額との差額を追加信託差金とし
て処理します。

＜受益権と有価証券の交換の計理処理＞

受益権と有価証券の交換にあっては、交換必要口数に交換請求受付日の基準価
額を乗じて得た金額と元本に相当する金額との差額を交換(解約)差金として処
理します。

 

 

＜訂正後＞

(1)資産の評価

＜基準価額の計算方法＞

基準価額とは、純資産総額を計算日における受益権口数で除した金額をいいます。なお、ファンド

においては1口当りの価額で表示されます。

純資産総額とは、資産総額から負債総額を控除した金額をいいます。

資産総額とは、信託財産に属する資産を法令および一般社団法人投資信託協会規則に従って時価

評価して得た金額の合計額をいいます。

 

ファンドの主な投資対象の評価方法は以下の通りです。

対象 評価方法

国内投資信託証券 原則として、基準価額計算日の前営業日の基準価額で評価します。

外国投資信託証券
原則、基準価額計算日の前日（前日が当該外国投資信託の評価日でない場合はと

りうる直近）の純資産価格とします。
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公社債等

原則として、基準価額計算日
※1
における以下のいずれかの価額で評価します。

※2

①日本証券業協会発表の店頭売買参考統計値(平均値)

②第一種金融商品取引業者、銀行等の提示する価額

③価格情報会社の提供する価額

※1　外国で取引されているものについては、原則として、基準価額計算日の前日とします。

※2　残存期間1年以内の公社債等については、一部償却原価法(アキュムレーションまたはアモチゼー

ション)による評価を適用することができます。

 

ファンドの基準価額については下記の照会先までお問い合わせ下さい。

野村アセットマネジメント株式会社

サポートダイヤル　0120-753104(フリーダイヤル)

　　＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

インターネットホームページ　http://www.nomura-am.co.jp/

 

＜追加信託金および一部解約金の計理処理＞

(ⅰ)追加信託金は、追加信託を行なう日の前日の販売基準価額に当該追加信託に
かかる受益権の口数を乗じた額とします。

(ⅱ) 追加信託金および信託の一部解約金は、当該金額と元本に相当する金額との
差額を、追加信託金にあっては追加信託差金、信託の一部解約にあっては解約
差金として処理します。

 

 

＜訂正前＞

(5)その他

(ａ) ファンドの繰上償還条項

(ⅰ)委託者は、信託財産の一部を受益権と交換することにより、受益権の口数が4
万口を下ることとなった場合、または、この信託契約を終了することが受益者
のため有利であると認めるときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約
し、信託を終了させる場合があります。この場合において、委託者は、あらかじ
め、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。

(ⅱ)委託者は、受益権を上場したすべての金融商品取引所において上場廃止と
なった場合または対象株価指数が廃止された場合は、受託者と合意のうえ、こ
の信託契約を解約し、信託を終了させます。この場合において、委託者は、あら
かじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。

 (ｂ) 信託期間の終了

（中略）

(ｆ) 金融商品取引所への上場

委託者は、この信託の受益権について、別に定める金融商品取引所に上場申請を
行なうものとし、当該受益権は、当該金融商品取引所の定める諸規則等に基づき
当該金融商品取引所の承認を得たうえで、当該金融商品取引所に上場されるもの
とします。

※　平成24年9月27日現在、「別に定める金融商品取引所」は次の通りです。
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大阪証券取引所

委託者は、この信託の受益権が上場された場合には、上記の金融商品取引所の定
める諸規則等を遵守し、当該金融商品取引所が諸規則等に基づいて行なう受益権
に対する上場廃止または売買取引の停止その他の措置に従うものとします。

(ｇ)信託財産の登記等および記載等の留保等

（中略）

(ｈ)有価証券の売却等の指図

委託者は、信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。

(ｉ)再投資の指図

委託者は、有価証券の売却代金、有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有
価証券等に係る利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資することの
指図ができます。

 (ｊ)受託者による資金立替え

信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株の発行または株式割当があ
る場合で、委託者の申出があるときは、受託者は資金の立替えをすることができ
ます。

信託財産に属する有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係
る利子等、株式の配当金およびその他の未収入金で、信託終了日までにその金額
を見積りうるものがあるときは、受託者がこれを立替えて信託財産に繰り入れる
ことができます。

上記の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりその
つど別にこれを定めます。

(ｋ)委託者の登録取消等に伴う取扱い

委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止
したときは、委託者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。ただし、監督
官庁がこの信託約款に関する委託者の業務を他の投資信託委託会社に引き継ぐ
ことを命令したときは、この信託は、上記「(ｃ)信託約款の変更等(ⅳ)」に該当す
る場合を除き、当該投資信託委託会社と受託者との間において存続します。

(ｌ)委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い

（以下略）

 

＜訂正後＞

(5)その他

(ａ) ファンドの繰上償還条項

 (ⅰ)委託者は、信託期間中において、信託財産の一部を解約することにより、受
益権の口数が4万口を下ることとなった場合、またはこの信託契約を解約す
ることが受益者のため有利であると認めるときは、受託者と合意のうえ、こ
の信託契約を解約し、信託を終了させることができます。この場合において、
委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。
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(ⅱ)委託者は、信託約款の規定により受益権を上場したすべての金融商品取引所
において上場廃止になった場合または対象株価指数が廃止された場合は、受
託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させます。この場合に
おいて、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ま
す。なお、すべての金融商品取引所において当該受益権の上場が廃止された
場合には、委託者は、その廃止された日に、信託を終了するための手続きを開
始するものとします。

(ｂ) 信託期間の終了

（中略）

(ｆ) 金融商品取引所への上場

委託者は、この信託の受益権について、別に定める金融商品取引所に上場申請を
行なうものとし、当該受益権は、当該金融商品取引所の定める諸規則等に基づき
当該金融商品取引所の承認を得たうえで、当該金融商品取引所に上場されるもの
とします。

※　平成25年1月29日現在、「別に定める金融商品取引所」は次の通りです。

大阪証券取引所

委託者は、この信託の受益権が上場された場合には、上記の金融商品取引所の定
める諸規則等を遵守し、当該金融商品取引所が諸規則等に基づいて行なう受益権
に対する上場廃止または売買取引の停止その他の措置に従うものとします。

(ｇ)信託財産の登記等および記載等の留保等

（中略）

(ｈ)有価証券の売却等の指図

委託者は、信託財産に属する親投資信託の受益証券にかかる信託契約の一部解
約、有価証券の売却等の指図ができます。

(ｉ)再投資の指図

委託者は、親投資信託の受益証券の一部解約金、有価証券の売却代金、有価証券に
係る償還金等、有価証券等に係る利子等およびその他の収入金を再投資すること
の指図ができます。

(ｊ)受託者による資金立替え

信託財産に属する有価証券について、借替がある場合で、委託者の申出があると
きは、受託者は資金の立替えをすることができます。

信託財産に属する有価証券に係る償還金等、有価証券等に係る利子等およびその
他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積りうるものがあるときは、受
託者がこれを立替えて信託財産に繰り入れることができます。

上記の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりその
つど別にこれを定めます。
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(ｋ)委託者の登録取消等に伴う取扱い

委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止
したときは、委託者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。ただし、監督
官庁がこの信託約款に関する委託者の業務を他の投資信託委託会社に引き継ぐ
ことを命令したときは、この信託は、上記「(ｃ)信託約款の変更等」の書面決議
が否決となる場合を除き、当該投資信託委託会社と受託者との間において存続し
ます。

(ｌ)委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い

（以下略）

 

 

4　受益者の権利等

原届出書の「第二部　ファンド情報　第2　管理及び運営　4　受益者の権利等」につきましては、以下の内容に更新・

訂正されます。

＜更新・訂正後＞

受益者の有する主な権利は次の通りです。

① 収益分配金に対する請求権および名義登録

(ａ)収益分配金は、計算期間終了日現在において、氏名もしくは名称および住所が
受託者に登録されている者を、計算期間終了日現在における受益者とし(以下
「名義登録受益者」といいます。)、当該名義登録受益者に支払います。この場
合、名義登録受益者が振替制度移行後も受益証券を保有している所有者と異な
る場合であっても、受託者は、当該所有者に対して収益分配金の支払いおよび
その他損害についてその責を負わないものとします。なお、受託者は他の証券
代行会社等、受託者が適当と認める者と委託契約を締結し、名義登録にかかる
事務を委託することができます。

受益者は、原則として、上記の登録をこの信託の受益権が上場されている金融商品取
引所の会員（振替制度移行後は、口座管理機関であるものに限る。以下同じ。）を経由
して行なうものとします。この場合、当該会員は、当該会員が独自に定める手数料およ
び当該手数料にかかる消費税等に相当する金額を徴することができるものとします。
ただし、証券金融会社等は登録を受託者に対して直接に行なうことができます。

名義登録の手続きは、毎計算期間の末日の翌日から30日間停止します。この場合、委託
者は、予め公告を行なうものとします。ただし、社振法関係法令等に基づき振替機関等
の振替口座簿に記載または記録されている受益権（平成20年1月4日前は、株券等の保
管および振替に関する法律関係法令等に基づき、保管振替機関に預託した受益証券）
の名義登録の手続きは原則以下の通りとし、この信託の受益権の全てが振替受益権で
ある場合には、原則として上記の公告を行ないません。

(ⅰ)平成20年1月4日以降において、受益権は、会員の振替口座簿に口数が記載または記録され

ることにより、当該振替口座簿に記載または記録された口数に応じた受益権が帰属しま

す。なお、平成20年1月4日前における受益証券は、会員の顧客口座簿に預託口数が記載さ

れたときに、保管振替機関に預託されたものとみなされるものとし、当該受益証券の受益

者は、当該顧客口座簿に記載された預託口数に応じた受益証券の占有者とみなされるも

のとします。
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(ⅱ)会員は、計算期間終了日までに当該会員にかかる上記(ⅰ)の受益者の氏名もしくは名称

および住所その他受託者が定める事項を書面等により受託者に届出るものとします。ま

た、届出た内容に変更が生じた場合は、当該会員所定の方法による当該受益者からの申し

出にもとづき、当該会員はこれを受託者に通知するものとします。

(ⅲ)会員は、計算期間終了日現在の当該会員にかかる上記(ⅰ)の受益者の振替機関の定める

事項を（当該会員が直接口座管理機関でない場合はその上位機関を通じて）振替機関に

報告するとともに、振替機関はこれを受託者に通知するものとします。

この信託契約締結当初および平成20年1月4日前の追加信託時の受益者については、登
録を行なったうえで受益証券を交付し、平成20年1月4日以降の追加信託時の受益者に
ついては、登録を行なったうえで振替機関等の振替口座簿に記載または記録されるも
のとします。

収益分配金の支払いは、原則として、毎計算期間終了日から起算して40日以内の委託
者の指定する日に、名義登録受益者があらかじめ指定する預金口座に当該収益分配金
を振り込む方式により行なうものとします。なお、名義登録受益者があらかじめ預金
口座を指定していない場合は、当該名義登録受益者に対する収益分配金の支払いの開
始が遅れる場合がありますので、ご留意ください。

また、上記の方式のほか、名義登録受益者が当該会員と別途収益分配金の

取り扱いに係る契約
※
を締結している場合は、収益分配金は当該契約にした

がい支払われるものとします。

※詳しくは、当該会員にお問い合わせください。

(ｂ)受託者は、支払開始日から5年経過した後に、収益分配金の未払残高があるとき
は、当該金額を委託者に交付するものとします。

受託者は、委託者に収益分配金を払い込んだ後は、受益者に対する支払いにつき、その
責に任じません。

受益者が、収益分配金について支払開始日から５年間その支払いを請求しないとき
は、その権利を失い、受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。

 

②償還金に対する請求権

■償還金の支払い■

　償還金(信託終了時における信託財産の純資産総額を受益権口数で除した額をいいます。

以下同じ。)は、信託終了日から起算して40日以内の委託者の指定する日から、原則として、

信託終了日現在において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者に

対して、受託者または上記①の会員等から支払います。

　受託者は、支払開始日から10年経過した後に、償還金の未払残高があるときは、当該金額

を委託者に交付するものとします。

　受託者は、委託者に償還金を払い込んだ後は、受益者に対する支払いにつき、その責に任

じません。

■償還金請求権の失効■
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　受益者は、償還金を支払開始日から10年間支払請求しないと権利を失い、受託者から交付

を受けた金銭は、委託者に帰属します。

 

③換金(解約)請求権

■換金(解約)の単位■

　受益者は、自己に帰属する受益権につき、委託者が、原則として毎月一回の一部解約の実

行の請求日として定める日の2営業日前の日の委託者が別に定める時限（午後3時）まで

に、委託者が別に定める一定口数
※
の受益権をもって一部解約の実行を請求することがで

きます。ただし、委託者は、信託財産の状況、資金動向、市況動向等を鑑み、信託財産に及ぼ

す影響が軽微である等と判断される期日における一部解約の実行の請求については、当該

請求の受付けを行なうことができます。

※平成25年1月29日現在、最小解約口数は2万口

■換金(解約)代金の支払い開始日■

　一部解約金は、一部解約の実行の請求日から起算して、原則として、8営業日目から受益者

にお支払いします。

ただし、金融商品取引所等における取引の停止（個別銘柄の売買停止等を含みます。）、信

託財産が組み入れた投資信託証券の解約または換金の制限または停止、外国為替取引の停

止、決済機能の停止その他やむを得ない事情（実質的な投資対象国における非常事態（金

融危機、デフォルト、重大な政策変更や資産凍結を含む規制の導入、自然災害、クーデター

や重大な政治体制の変更、戦争等）による市場の閉鎖もしくは流動性の極端な減少等）に

より、有価証券の売却（信託財産が組み入れた投資信託証券の解約または換金を含みま

す。）や売却代金の入金が遅延したとき等は、信託約款の規定に従い、委託者の判断で一時

解約金の支払いを延期する場合があります。

 

 

 

第4【内国投資信託受益証券事務の概要】

原届出書の該当情報を以下の内容に訂正します。

※下線部_________は訂正部分を示します。

＜訂正前＞

（前略）

(5) 受益権の再分割

委託者は、受益権の再分割を行ないません。ただし、社債、株式等の振替に関する法律が施行された

場合には、受託者と協議のうえ、同法に定めるところにしたがい、一定日現在の受益権を均等に再分割

できるものとします。

(6) 信託終了時の交換等

委託者は、ファンドが信託終了するときは、委託者が別に定める2万口以上の受益権を有する受益者

に対しては、信託終了日の8営業日前の日における当該受益権の信託財産に対する持分に相当する有

価証券を当該受益権として振替口座簿に記載または記録されている振替受益権または当該受益権を

表示する受益証券と引換えに交換するものとします。委託者は、信託終了日の7営業日前の日以降、交

換によって抹消されることとなる振替受益権と同口数の受益権および交換によって信託財産が取得

した受益証券により表示された受益権（各受益権について、対象株価指数の構成銘柄である株式の発
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行会社等である受益者から当該発行会社の株式の個別時価総額に相当する口数の受益権を信託財産

が買取った受益権を含みます。）を失効したものとして取扱うこととし、受託者は、当該受益権にかか

る振替受益権が交換有価証券の振替日に抹消済みであることを確認するものとします。なお、一定口

数に満たない振替受益権または受益証券（取引所売買単位未満の振替受益権または受益証券を含み

ます。）等については、信託終了日の基準価額をもとに販売会社はその受益権を買取ることを原則と

します。

(7)質権口記載又は記録の受益権の取り扱いについて

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支払

い、交換請求の受付け、交換有価証券の交付および償還金の支払い等については、約款の規定によるほ

か、民法その他の法令等にしたがって取り扱われます。

 

 

＜訂正後＞

（前略）

(5) 受益権の再分割

委託者は、受益権の再分割を行ないません。ただし、社債、株式等の振替に関する法律が施行された

場合には、受託者と協議のうえ、同法に定めるところにしたがい、一定日現在の受益権を均等に再分割

できるものとします。

(6)質権口記載又は記録の受益権の取り扱いについて

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支払

い、一部解約の実行の請求の受付け、一部解約金および償還金の支払い等については、約款の規定によ

るほか、民法その他の法令等にしたがって取り扱われます。
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第三部【委託会社等の情報】

第1【委託会社等の概況】

3　委託会社等の経理状況

次へ

 

 

第2【その他の関係法人の概況】

2　関係業務の概要

原届出書の該当情報を以下の内容に訂正します。

※下線部_________は訂正部分を示します。

＜訂正前＞

(2) 販売会社

ファンドの販売会社として、募集の取扱いおよび販売を行ない、交換請求の受付、受益権の買取り

に関する事務ならびに信託終了時の交換の交付等を行ないます。

 

＜訂正後＞

(2) 販売会社

ファンドの販売会社として、募集の取扱いおよび販売を行ない、信託契約の一部解約に関する事

務、受益権の買取りに関する事務、一部解約金の支払いに関する事務等を行ないます。
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　原届出書の　第三部　委託会社等の情報　第1　委託会社等の概況　3　委託会社等の経理状況　の該当部

分を以下のように訂正するとともに、末尾に添付のように、最近中間会計期間（自　平成24年4月1日　

至　平成24年9月30日）の中間財務諸表（以下「中間財務諸表」といいます。）が追加されます。

　※下線部_________は訂正部分を示します。

 

＜訂正前＞

１．委託会社である野村アセットマネジメント株式会社(以下「委託会社」という)の財務諸表は、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務諸表

等規則」という)、ならびに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

(平成19年８月６日内閣府令第52号)により作成しております。

　　

２．財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

３．委託会社の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度

(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)の財務諸表について、新日本有限責任監査法人の監

査を受けております。

 

＜訂正後＞

１．委託会社である野村アセットマネジメント株式会社(以下「委託会社」という)の財務諸表は、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務諸表

等規則」という)、ならびに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

(平成19年８月６日内閣府令第52号)により作成しております。

委託会社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52

年大蔵省令第38号、以下「中間財務諸表等規則」という)、ならびに同規則第38条及び第57条の規定

に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年８月６日内閣府令第52号)により作成

しております。

 

２．財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

３．委託会社の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度

(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)の財務諸表ならびに中間会計期間(平成24年４月１

日から平成24年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人の監査及び中間

監査を受けております。
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中間財務諸表

◇中間貸借対照表

  平成24年９月30日現在

区分
注記
番号

金額(百万円)

(資産の部)   

流動資産   

現金・預金  215

金銭の信託  46,496

有価証券  2,400

短期貸付金  81

未収委託者報酬  7,671

未収収益  4,383

繰延税金資産  827

その他  560

貸倒引当金  △6

流動資産計  62,630

固定資産   

有形固定資産 ※１ 1,518

無形固定資産  8,817

ソフトウェア  8,815

その他  1

投資その他の資産  20,246

投資有価証券  4,849

関係会社株式  15,009

繰延税金資産  124

その他  263

固定資産計  30,582

資産合計  93,213
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  平成24年９月30日現在

区分
注記
番号

金額(百万円)

 (負債の部)   

流動負債   

短期借入金  3,000

関係会社短期借入金  4,500

未払収益分配金  4

未払償還金  49

未払手数料  3,323

その他未払金 ※２ 907

未払費用  5,572

未払法人税等  424

賞与引当金  1,346

その他  99

流動負債計  19,228

固定負債   

退職給付引当金  1,636

時効後支払損引当金  492

固定負債計  2,128

負債合計  21,356

(純資産の部)   

株主資本  69,834

資本金  17,180

資本剰余金  11,729

資本準備金  11,729

利益剰余金  40,924

利益準備金  685

その他利益剰余金  40,239

別途積立金  24,606

繰越利益剰余金  15,633

評価・換算差額等  2,022

その他有価証券評価差額金  1,985

繰延ヘッジ損益  36

純資産合計  71,857

負債・純資産合計  93,213
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◇中間損益計算書

  
自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

区分
注記
番号

金額(百万円)

営業収益   

委託者報酬  35,300

運用受託報酬  8,055

その他営業収益  81

営業収益計  43,436

営業費用   

支払手数料  18,135

調査費  7,937

その他営業費用  1,967

営業費用計  28,040

一般管理費 ※１ 11,543

営業利益  3,852

営業外収益 ※２ 2,327

営業外費用 ※３ 52

経常利益  6,127

特別利益 ※４ 152

特別損失 ※５ 87

税引前中間純利益  6,192

法人税、住民税及び事業税  963

法人税等調整額  825

中間純利益  4,403
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◇中間株主資本等変動計算書

　当中間会計期間 （単位：百万円）

 自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

株主資本  

 資本金  

 当期首残高 17,180

 当中間期変動額  

 当中間期変動額合計 －

   当中間期末残高 17,180

 資本剰余金  

   資本準備金  

 当期首残高 11,729

 当中間期変動額  

 当中間期変動額合計 －

     当中間期末残高 11,729

 資本剰余金合計  

 当期首残高 11,729

 当中間期変動額  

 当中間期変動額合計 －

     当中間期末残高 11,729

 利益剰余金  

   利益準備金  

 当期首残高 685

 当中間期変動額  

 当中間期変動額合計 －

     当中間期末残高 685

 その他利益剰余金  

     別途積立金  

 当期首残高 24,606

 当中間期変動額  

 当中間期変動額合計 －

       当中間期末残高 24,606

     繰越利益剰余金  

 当期首残高 14,320

 当中間期変動額  

   剰余金の配当 △3,090

   中間純利益 4,403

 当中間期変動額合計 1,312

       当中間期末残高 15,633

 利益剰余金合計  

 当期首残高 39,611
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 当中間期変動額  

 剰余金の配当 △3,090

 中間純利益 4,403

 当中間期変動額合計 1,312

     当中間期末残高 40,924

 株主資本合計  

 当期首残高 68,521

 当中間期変動額  

 剰余金の配当 △3,090

 中間純利益 4,403

 当中間期変動額合計 1,312

   当中間期末残高 69,834

評価・換算差額等  

 その他有価証券評価差額金  

 当期首残高 2,693

 当中間期変動額  

   株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △708

 当中間期変動額合計 △708

   当中間期末残高 1,985

 繰延ヘッジ損益  

 当期首残高 12

 当中間期変動額  

   株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) 24

 当中間期変動額合計 24

   当中間期末残高 36

 評価・換算差額等合計  

 当期首残高 2,705

 当中間期変動額  

   株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △683

 当中間期変動額合計 △683

   当中間期末残高 2,022

 純資産合計  

 当期首残高 71,227

 当中間期変動額  

   剰余金の配当 △3,090

   中間純利益 4,403

   株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △683

 当中間期変動額合計 629

   当中間期末残高 71,857
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[重要な会計方針]

  
 

１　有価証券の評価基準及び評価
方法

 

 
子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定
しております)

時価のないもの…移動平均法による原価法  

　
２　デリバティブ取引等の評価基
準及び評価方法

時価法
 
 

３　金銭の信託の評価基準及び評
価方法

 

時価法
 
 

４　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産
定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法に
よっております。

 (2) 無形固定資産及び投資その他の資産
定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフト

ウェアについては社内における利用可能期間に基づく定額
法によっております。
 

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。　

 (2) 賞与引当金
賞与の支払に備えるため、支払見込額を計上しておりま

す。　
 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職一時金及び確定給付
型企業年金について、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発
生していると認められる額を計上しております。
確定給付型企業年金に係る数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定
額法により、発生した事業年度の翌期から費用処理すること
としております。また、退職一時金に係る数理計算上の差異
は、発生した事業年度の翌期に一括して費用処理することと
しております。
退職一時金及び確定給付型企業年金に係る過去勤務債務

は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数による定額法により、発生した事業年度から費用処理する
こととしております。

 (4) 時効後支払損引当金
時効成立のため利益計上した収益分配金及び償還金につ

いて、受益者からの今後の支払請求に備えるため、過去の支
払実績に基づく将来の支払見込額を計上しております。
 

６　リース取引の処理方法 リース取引開始日が平成20年４月１日より前の所有権移転外
ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。
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７　ヘッジ会計の方法 (1)   ヘッジ会計の方法
　ヘッジ会計は、原則として、時価評価されているヘッジ手段
に係る損益を、ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで純資
産の部において繰り延べる方法によっております。
　また、為替予約が付されている外貨建金銭債権については、
振当処理を行っております。

(2)   ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段－為替予約

ヘッジ対象－投資有価証券、短期貸付金

(3)   ヘッジ方針

投資有価証券及び短期貸付金に係る為替変動リスクをヘッ

ジしております。

(4)   ヘッジ有効性評価の方法
為替変動リスクのヘッジにつきましては、そのリスク減殺
効果を、対応するヘッジ手段ならびにヘッジ対象ごとに定期
的に把握し、ヘッジの有効性を確かめております。

 
８　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によってお

ります。
 

９　連結納税制度の適用
 

連結納税制度を適用しております。
 

 

 

 [注記事項]

◇中間貸借対照表関係

平成24年９月30日現在

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 2,992百万円

　

※２　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債の「その

他未払金」に含めて表示しております。
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◇中間損益計算書関係

　自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

※１　減価償却実施額

有形固定資産 218百万円

無形固定資産 1,869百万円

長期前払費用 4百万円

　

※２　営業外収益のうち主要なもの

受取配当金 1,872百万円

金銭の信託運用益 207百万円

　

※３  営業外費用のうち主要なもの

支払利息 36百万円

　

※４　特別利益の内訳

投資有価証券等売却益 59百万円

株式報酬受入益 85百万円

固定資産売却益 7百万円

　

※５　特別損失の内訳

投資有価証券売却損 60百万円

投資有価証券等評価損 9百万円

固定資産除却損 17百万円

 

 

 

 

◇中間株主資本等変動計算書関係

　自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式 5,150,693株－ － 5,150,693株

　

２　配当に関する事項

配当金支払額

　平成24年５月16日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

　　　　・普通株式の配当に関する事項

（1）配当金の総額 3,090百万円

（2）1株当たり配当額 600円

（3）基準日 平成24年３月31日

（4）効力発生日 平成24年６月１日
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◇リース取引関係

　自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

１　ファイナンス・リース取引

（1）所有権移転外ファイナンス・リース取引(通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっているもの)

　　 該当事項はありません。

 

（2）所有権移転外ファイナンス・リース取引(通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっているもの)

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

有形固定資産（器具備品）

取得価額相当額 94百万円

減価償却累計額相当額 88 

中間期末残高相当額 5

 

 

②　未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 6百万円

１年超 - 

合計 6 

　

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 16百万円

減価償却費相当額 15 

支払利息相当額 0 

　

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については利息法によっております。

 

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料   

１年内 16百万円

１年超 20 

合計 36 
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◇金融商品関係

当中間会計期間 （自 平成24年４月１日  至 平成24年９月30日）

 

金融商品の時価等に関する事項

平成24年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価、及びこれらの差額については次の

とおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めており

ません。

  (単位：百万円)

 中間貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金・預金 215 215 -

(2)金銭の信託 46,496 46,496 -

(3)短期貸付金 81 81 -

(4)未収委託者報酬 7,671 7,671 -

(5)有価証券及び投資有価証券    

その他有価証券 6,431 6,431 -

(6)関係会社株式 3,064 69,80966,745

資産計 63,960130,70566,745

(7)短期借入金 3,000 3,000 -

(8)関係会社短期借入金 4,500 4,500 -

(9)未払金 4,285 4,285 -

　　未払収益分配金 4 4 -

　　未払償還金 49 49 -

　　未払手数料 3,323 3,323 -

　　その他未払金 907 907 -

(10)未払費用 5,572 5,572 -

(11)未払法人税等 424 424 -

負債計 17,782 17,782 -

(12)デリバティブ取引（＊）    

ヘッジ会計が適用されていないもの - - -

ヘッジ会計が適用されているもの 0 0 -

デリバティブ取引計 0 0 -

 

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
 

注1：金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

   （1）現金・預金、(3)短期貸付金、(4)未収委託者報酬

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。ただし、短期貸付金は為替予約等の振当処理の対象とされており、円貨建債権とみて

当該帳簿価額を以って時価としております。「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。
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 （2）金銭の信託

信託財産は、主として投資信託、デリバティブ取引、その他の資産（コールローン・委託証拠金

等）で構成されております。これらの時価について投資信託については基準価格、デリバティブ取

引に関しては、上場デリバティブ取引は取引所の価格、為替予約取引は先物為替相場、店頭デリバ

ティブ取引は取引先金融機関から提示された価格等によっております。また、その他の資産につい

ては短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

 

(5) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託は基準価格によっておりま

す。また、譲渡性預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、帳簿価額

によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照くだ

さい。

 

(6）関係会社株式

取引所の価格によっております。

 

(7) 短期借入金、(8) 関係会社短期借入金、(9) 未払金、(10) 未払費用、(11) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

 

(12) デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

 

注2：非上場株式等（中間貸借対照表計上額：投資有価証券817百万円、関係会社株式11,945百万円）

は、市場価格がなく、かつキャッシュフローを見積もることなどができず、時価を把握することが

極めて困難と認められるため、「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
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◇　有価証券関係

 

当中間会計期間末 （平成24年９月30日）

 

１．満期保有目的の債券(平成24年９月30日)

該当事項はありません。

 

２．子会社株式及び関連会社株式(平成24年９月30日)

 

区分

中間貸借対照表

計上額

(百万円)

時価

 

(百万円)

差額

 

(百万円)

関連会社株式 3,064 69,80966,745

合計 3,064 69,80966,745

 

３．その他有価証券(平成24年９月30日)

 

区分

中間貸借対照表

計上額

(百万円)

取得原価

 

(百万円)

差額

 

(百万円)

中間貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

   

株式 3,495 282 3,212

投資信託 － － －

小計 3,495 282 3,212

中間貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

   

株式 － － －

投資信託(※１) 536 646 △109

譲渡性預金 2,400 2,400 －

小計 2,936 3,046 △109

合計 6,431 3,328 3,102

 

(※１)   当中間会計期間において、投資有価証券に係る為替変動リスクをヘッジするための為替予約取引につい

てヘッジ会計を適用しております。対応する繰延ヘッジ利益は36百万円（税効果会計適用後）であり、中

間貸借対照表に計上しております。
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◇　デリバティブ取引関係

  当中間会計期間（自 平成24年４月１日  至 平成24年９月30日）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

    該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

       （１）通貨関連

     (単位：百万円)

ヘッジ会計の

方法

デリバティブ

取引の種類等

主なヘッジ

対象

契約額

等

契約額等

の

うち1年

超

時価 当該時価の算定方法

原則的処理方法 為替予約取引 投資信託 534 - 0
先物為替相場によっ

ている

為替予約等の振当処理 為替予約取引 短期貸付金 81 - (*1)　 - -

 合   計  616 - (*1)　 0 -

(*1) 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている短期貸付金と一
体として処理されるため、その時価は当該短期貸付金の時価に含めて記載して
おります。

 

◇　セグメント情報等

当中間会計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

１．セグメント情報

当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．関連情報

(1) 製品・サービスごとの情報

当社の製品・サービス区分の決定方法は、中間損益計算書の営業収益の区分
と同一であることから、製品・サービスごとの営業収益の記載を省略しており
ます。

 

(2) 地域ごとの情報

① 売上高

本邦の外部顧客からの営業収益に区分した金額が中間損益計算書の営業収
益の90%を超えるため、地域ごとの営業収益の記載を省略しております。

② 有形固定資産
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　 本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の
金額の90%を超えるため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しておりま
す。

 

(3) 主要な顧客ごとの情報

外部顧客からの営業収益のうち、中間損益計算書の営業収益の10%以上を占
める相手先がないため、主要な顧客ごとの営業収益の記載を省略しておりま
す。
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◇１株当たり情報

　自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

 

１株当たり純資産額 13,950円94銭

１株当たり中間純利益 854円88銭

(注)１.潜在株式調整後１株当たり中間純利益につきましては、新株予約権付社債等潜在株式
がないため、記載しておりません。

２.１株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
中間純利益 4,403百万円
普通株主に帰属しない金額 －
普通株式に係る中間純利益 4,403百万円
期中平均株式数 5,150千株
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成24年11月22日

 
野村アセットマネジメント株式会社
　取　締　役　会　　御　中
 
 

新日本有限責任監査法人   

 

指定有限責任社員
 公認会計士  内　田　満　雄　㊞

業務執行社員

 

指定有限責任社員
 公認会計士  亀　井　純　子　㊞

業務執行社員

 

指定有限責任社員
 公認会計士  森　重　俊　寛　㊞

業務執行社員

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「委託会社等の経理状況」に掲げられている野村アセットマネジメント株式会社の平成２４

年４月１日から平成２５年３月３１日までの第５４期事業年度の中間会計期間（平成２４年

４月１日から平成２４年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監

査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と

判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

EDINET提出書類

野村アセットマネジメント株式会社(E12460)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

56/57



監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め

られる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよう

な重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策

定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度

監査と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用され

る。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間

財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営

者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務

諸表の作成基準に準拠して、野村アセットマネジメント株式会社の平成２４年９月３０日現在

の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成２４年４月１日から平成２４年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　　上

(注)　上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。
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